
別紙様式第１３号（第２６条関係）

（単位：円）

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

預金 2,410,980,482 未払金 1,731,760,740

貯蔵品 773,432 未払費用 1,262,971

前払費用 38,233,581 未払法人税等 821,400

仕掛許可申請審査費用 4,291,184 前受金

仕掛認定申請審査費用 135,170,231 　許可手数料前受金 15,198,800

その他流動資産 63,000 　認定手数料前受金 338,499,360

流動資産合計 2,589,511,910 流動負債合計 2,087,543,271

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 退職給付引当金 7,086,355

　建物付属設備 289,083,274 資産見返補助金 2,244,409,754

　工具・器具・備品 180,755,548 固定負債合計 2,251,496,109

　減価償却累計額 △ 278,088,968

有形固定資産合計 191,749,854 負債合計 4,339,039,380

無形固定資産

　ソフトウェア 2,075,190,832 （純資産の部）

無形固定資産合計 2,075,190,832 Ⅰ 資本金

投資その他の資産 政府出資金 193,040,000

　長期前払費用 26,323,518 資本金合計 193,040,000

　敷金・保証金 82,500

投資その他の資産計 26,406,018 Ⅱ 利益剰余金

固定資産合計 2,293,346,704 積立金 26,008,005

許可手数料収入積立金 42,345,754

資産合計 4,882,858,614 認定手数料収入積立金 320,138,949

当期未処理損失 △ 37,713,474

利益剰余金合計 350,779,234

純資産合計 543,819,234

負債及び純資産合計 4,882,858,614

貸　　借　　対　　照　　表

令和５年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）



別紙様式第１４号（第２６条関係）

（単位：円）

（経常費用）

（１）事業諸費

期首棚卸高 33,532,635

給料手当 2,193,011,194

賞与 668,896,595

法定福利費 450,091,517

福利厚生費 8,903,077

賃借料 355,629,197

水道光熱費 19,365,119

租税課金 2,549,330

旅費 179,887,958

通信運搬費 48,945,590

消耗品費 68,088,468

技術利用料 258,436

支払手数料 1,095,002

修繕費 214,764

雑費 1,209,286

補償金 1,229,326

諸謝金 32,404,923

外部委託費 866,000,092

減価償却費 209,592,000

生活支援費 1,006,830

宿泊支援費 6,447,590

期末棚卸高 △ 139,461,415 5,008,897,514

（２）一般管理費

役員給与 60,922,709

給料手当 497,921,326

賞与 181,633,337

法定福利費 117,587,828

福利厚生費 5,859,817

退職給付費用 3,043,332

賃借料 207,212,402

保険料 239,500

損　　益　　計　　算　　書

自　令和４年４月　１日

至　令和５年３月３１日



水道光熱費 1,885,716

租税課金 257,986

旅費交通費 2,436,398

通信運搬費 3,504,721

消耗品費 2,900,485

技術利用料 54,734

支払手数料 4,751,080

修繕費 16,621

業務委託料 133,285,706

減価償却費 122,880,826

雑費 130,062

諸謝金 80,621 1,346,605,207

経常費用合計 6,355,502,721

（経常収益）

（３）技能実習事業収入

許可手数料収入 40,460,500

認定手数料収入 1,018,824,870 1,059,285,370

（４）国庫補助金等収入 4,928,485,595

（５）資産見返補助金戻入 329,581,578

（６）事業外収入

雑収入 1,098,104 1,098,104

経常収益合計 6,318,450,647

37,052,074

37,052,074

（７）法人税等

法人住民税 661,400 661,400

37,713,474当期純損失

当期経常損失

税引前当期純損失



（単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 37,713,474

当期純損失 37,713,474

Ⅱ 積立金取崩額 77,099,000

許可手数料収入積立金 20,871,000

認定手数料収入積立金 56,228,000

Ⅲ 利益処分額 39,385,526

積立金 39,385,526

Ⅳ 次期繰越利益 0

利　益　の　処　分　に　関　す　る　書　類

（令和５年３月３１日）

別紙様式第１５－１号（第２６条関係）



別紙様式第１６号（第２６条関係）

（単位：円）

区　　　分 金　　　額

摘　　　要 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 2,589,511,910

 　　預金  普通預金 2,410,980,482

 　　貯蔵品  ICカード乗車券残高 773,432

 　　前払費用  賃借料等 38,233,581

 　　仕掛許可申請審査費用 4,291,184

 　　仕掛認定申請審査費用 135,170,231

 　　その他流動資産 63,000

 Ⅱ　固定資産 2,293,346,704

 　　有形固定資産 191,749,854

 　　　建物付属設備  事務所内部造作 289,083,274

 　　　工具・器具・備品  事務用什器 180,755,548

 　　　減価償却累計額 △ 278,088,968

 　　無形固定資産 2,075,190,832

 　　　ソフトウェア  業務システム等 2,075,190,832

 　　投資その他の資産 26,406,018

　　　 長期前払費用  システム賃借料 26,323,518

 　　　敷金・保証金 82,500

資　産　合　計 4,882,858,614

区　　　分 金　　　額

摘　　　要 金　　　額

 Ⅰ　流動負債 2,087,543,271

 　　未払金  一般管理費等 1,731,760,740

 　　未払費用  労働保険料 1,262,971

 　　未払法人税等  法人住民税 821,400

 　　前受金 353,698,160

 　　　許可手数料前受金 15,198,800

 　　　認定手数料前受金 338,499,360

 Ⅱ　固定負債 2,251,496,109

 　　退職給付引当金 7,086,355

 　　資産見返補助金 2,244,409,754

負　債　合　計 4,339,039,380

543,819,234

負　　　　債　 　　の 　　　部

内　　　　　訳

純　　　　資　　　　産

財　　産　　目　　録

令和５年３月３１日現在

資　　 　産　 　　の 　　　部

内　　　　　訳



別紙様式第１７号（第２６条関係）

（単位：円）

 Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

 　　　手数料収入 1,307,770,981

 　　　補助金等収入 6,195,002,000

 　　　雑収入 1,098,104

 　　　補助金の精算による返還金の支出 △ 756,112,287

 　　　人件費支出 △ 4,157,287,037

 　　　その他の業務支出 △ 1,883,946,955

 　　　　　小計 706,524,806

 　　　法人税等の支払額 △ 661,400

 　　業務活動によるキャッシュ・フロー 705,863,406

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

 　　　有形固定資産の取得による支出 △ 8,110,721

 　　　無形固定資産の取得による支出 △ 982,301,550

 　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 990,412,271

 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

 Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額 △ 284,548,865

 Ⅴ　現金及び現金同等物期首残高 2,695,529,347

 Ⅵ　現金及び現金同等物期末残高 2,410,980,482

項　　　　　目 金　　　額

キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）



○重要な会計方針 

当機構の財務諸表等は、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成28

年法律第89号）及び外国人技能実習機構の財務及び会計に関する省令（平成28年11月28日法務省・厚生

労働省令第4号）に従い作成している。 

 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）貯蔵品 

個別法による低価法を採用している。 

 （２）仕掛許可申請審査費用 

    個別法による低価法を採用している。 

 （３）仕掛認定申請審査費用 

    個別法による低価法を採用している。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってい

る。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）によって

いる。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

交付金により国から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しない。 

（２）退職給付引当金 

役職員の退職金の支給に備えるため、役員退職手当規程等に基づき、期末要支給額を計上して

いる。 

  



４．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税込方式によっている。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、要求払預金からなっている。 

 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

預金 2,410,980,482円 

資金期末残高 2,410,980,482円 

 

６．金融商品の時価等に関する事項 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    当機構の資金運用については、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律（平成28年法律第89号）の定めに従い、主務大臣の指定する金融機関への預金、及び国債そ

の他主務大臣の指定する有価証券の保有に限定している。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次表のとおりである。 

    

   （単位：円） 

 貸借対照表価額 時価 差額 

預金           2,410,980,482 2,410,980,482 - 

未払金 (1,731,760,740) (1,731,760,740) - 

（※）負債に計上されているものについては、（）で表示している。 

 

 （注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

預金及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっている。 



別紙様式第１８号（第２６条関係）

１．出資者及び出資額の明細等 （単位：円）
出　　資　　者 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

政府出資金 　根拠規定
　一般会計 193,040,000 0 0 193,040,000 　外国人の技能実習の適正な実施及び技能

　実習生の保護に関する法律第６０条

合　　　　　計 193,040,000 0 0 193,040,000

附属明細書



２．主な資産及び負債の明細

（１）短期借入金の明細

（２）引当金の明細
　①貸倒引当金明細表

　②賞与引当金明細表

　③退職給付引当金明細表 （単位：円）
科　　　　　目 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

退職給付引当金 4,043,023 3,043,332 0 7,086,355

合　　　　　計 4,043,023 3,043,332 0 7,086,355

（３）その他の主な資産及び負債の明細
　①流動資産
　　イ．現金明細表

　　ロ．預金明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 2,695,529,347 2,410,980,482

　　ハ．貯蔵品明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

貯蔵品 926,283 773,432

合　　　　　計 926,283 773,432

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

備　　　　　　　考

預金 普通預金 2,695,529,347 2,410,980,482

備　　　　　　　考

ICカード乗車券残高



　　ニ．有価証券明細表

　　ホ．前払金明細表

　　ヘ．前払費用明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

賃借料 24,568,331 37,730,090
常勤役員傷害保険料 205,163 205,163
技術利用料 179,016 229,616
業務委託料 68,712 68,712

合　　　　　計 25,021,222 38,233,581

　　ト．未収収益明細表

　　チ．未収金明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

未収金 432,755 0

合　　　　　計 432,755 0

　　リ．仮払金明細表

　　ヌ．立替金明細表

　　ル．繰延税金資産明細表

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

備　　　　　　　考

該当なし

該当なし

備　　　　　　　考

前払費用



　　ヲ．未収消費税等明細表

　　ワ．仕掛許可申請審査費用明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 4,629,274 4,291,184

　　カ．仕掛認定申請審査費用明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 28,903,361 135,170,231

　　ヨ．その他流動資産明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 60,500 63,000

　②固定資産
　　イ．有形固定資産明細表 （単位：円）

科　　　　　目 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

286,549,274 2,534,000 0 289,083,274
180,550,574 204,974 0 180,755,548
-247,811,235 0 30,277,733 -278,088,968

合　　　　　計 219,288,613 2,738,974 30,277,733 191,749,854

28,903,361 135,170,231

備　　　　　　　考

仕掛許可申請審査費用 4,629,274 4,291,184

備　　　　　　　考

仕掛認定申請審査費用

備　　　　　　　考

その他流動資産 60,500 63,000 ICカード乗車券

有形固定資産
　建物付属設備
　工具・器具・備品
　減価償却累計額

該当なし



　　ロ．無形固定資産明細表 （単位：円）
科　　　　　目 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

850,395,953 1,526,989,972 302,195,093 2,075,190,832
923,272,800 0 923,272,800 0

合　　　　　計 1,773,668,753 1,526,989,972 1,225,467,893 2,075,190,832

　　ハ．投資その他の資産明細表 （単位：円）
科　　　　　目 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

投資その他の資産
　長期前払費用 0 26,323,518 0 26,323,518 システム関係賃借料（令和６，７年度）
　敷金・保証金 82,500 0 0 82,500 本部駐車場利用に係る初期費用

合　　　　　計 82,500 26,323,518 0 26,406,018

　③流動負債
　　イ．未払金明細表 （単位：円）

科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高
交付金返還分 756,112,287 660,060,259
一般管理費等 331,956,858 468,786,309
固定資産取得 986,870,297 602,914,172

合　　　　　計 2,074,939,442 1,731,760,740

　　ロ．未払費用明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 22,004 1,262,971

　　ハ．未払消費税等明細表

該当なし

備　　　　　　　考

未払費用 22,004 1,262,971

備　　　　　　　考

未払金

無形固定資産
　ソフトウェア
　ソフトウェア仮勘定



　　ニ．未払法人税等明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

合　　　　　計 821,400 821,400

　　ホ．前受金明細表 （単位：円）
科　　　　　目 区　　分 前年度末残高 当年度末残高

許可手数料前受金 13,936,300 15,198,800
認定手数料前受金 105,712,545 338,499,360

合　　　　　計 119,648,845 353,698,160

　　ヘ．預り金明細表

　　ト．前受収益明細表

　　チ．仮受金明細表

　　リ．リース債務明細表

　　ヌ．繰延税金負債明細表

　　ル．その他流動負債明細表

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

備　　　　　　　考

該当なし

備　　　　　　　考

法人税等 法人住民税 821,400 821,400 令和４年度分

前受金



　④固定負債
　　イ．長期リース債務明細表

　　ロ．繰延税金負債明細表

　　ハ．資産見返補助金明細表 （単位：円）
科　　　　　目 前年度末残高 当年度増加額 当年度減少額 当年度末残高 備　　　　　　　考

合　　　　　計 1,967,535,186 606,456,146 329,581,578 2,244,409,754

　　ニ．その他固定負債明細表

該当なし

1,967,535,186 606,456,146 329,581,578 2,244,409,754

該当なし

該当なし

資産見返補助金



３．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（令和５年３月３１日現在） （単位：円）

当期償却額

工具･器具･備品 180,550,574 204,974 0 180,755,548 160,154,106 9,599,622 0 20,601,442

建物付属設備 286,549,274 2,534,000 0 289,083,274 117,934,862 20,678,111 0 171,148,412

計 467,099,848 2,738,974 0 469,838,822 278,088,968 30,277,733 0 191,749,854

ソフトウェア 1,434,675,397 1,526,989,972 0 2,961,665,369 886,474,537 302,195,093 0 2,075,190,832

ソフトウェア
仮勘定

923,272,800 0 923,272,800 0 0 0 0 0

計 2,357,948,197 1,526,989,972 923,272,800 2,961,665,369 886,474,537 302,195,093 0 2,075,190,832

長期前払費用 0 26,323,518 0 26,323,518 0 0 0 26,323,518

敷金・保証金 82,500 0 0 82,500 0 0 0 82,500

計 82,500 26,323,518 0 26,406,018 0 0 0 26,406,018

合計 2,825,130,545 1,556,052,464 923,272,800 3,457,910,209 1,164,563,505 332,472,826 0 2,293,346,704

資産の種類 期首残高 当期増加額

（注）当期増減額の要因について、有形固定資産の取得（2,738,974円）は、母国語相談室へのエアコン設置等の本部における各種工事、備品等の取得、無形固定資産の取得（1,526,989,972円）は

有
形
固
定
資
産

当期減少額

無
形
固
定
資
産

期末残高 減価償却累計額 減損損失累計額 差引期末残高 摘要区分

投
資
そ
の
他
の
資
産

　　　データベースシステムの刷新に係る設計開発等、ソフトウェア仮勘定の減少（923,272,800円）については、システム更改が完了したため、全額ソフトウェアとして、資産計上したことによるもの。



４．国庫補助金等の明細
（単位：円）

資産見返
補助金

資本剰余金 預り補助金等 未払金 収益計上

6,195,002,000 606,456,146 0 0 660,060,259 4,928,485,595

区　　　分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘　　　要

外国人技能実習機構交付金 未払金（660,060,259円）は国庫に返還する。



５．主な費用及び収益の明細

（１）役員及び職員の給与費の明細
金額
80,419,757

3,521,965,404
3,602,385,161

（２）その他の主な費用及び収益の明細
　①費用明細表（令和４年度） （単位：円）

金　　　額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

（経常費用）
事業諸費 5,008,897,514

期首棚卸高 33,532,635
給料手当 2,193,011,194 職員分
賞与 668,896,595 ６月期及び12月期分
法定福利費 450,091,517 社会保険料等
福利厚生費 8,903,077 職員健康診断費用、産業医委嘱報酬等
賃借料 355,629,197 本部及び地方事務所賃借料、情報システム機器賃借料等
水道光熱費 19,365,119 電気代
租税課金 2,549,330 収入印紙代等
旅費 179,887,958 出張旅費等
通信運搬費 48,945,590 電話料金、郵便料金等
消耗品費 68,088,468 事務所什器類（固定資産対象外）、事務用品等
技術利用料 258,436 ライセンス料
支払手数料 1,095,002 銀行振込手数料、法律顧問料、税務顧問料等
修繕費 214,764
雑費 1,209,286 官報掲載料等
補償金 1,229,326
諸謝金 32,404,923 翻訳・通訳人謝金、評議員謝金等
外部委託費 866,000,092 母国語相談業務費用、機構Webサイト運用・保守費用、複合機保守費用、日本語教育教材作成経費等
減価償却費 209,592,000
生活支援費 1,006,830
宿泊支援費 6,447,590
期末棚卸高 △ 139,461,415

一般管理費 1,346,605,207
役員給与 60,922,709 役員分
給料手当 497,921,326 職員分
賞与 181,633,337 ６月期及び12月期分
法定福利費 117,587,828 社会保険料等
福利厚生費 5,859,817 職員健康診断費用、産業医委嘱報酬等
退職給付費用 3,043,332 ４年度末要支給対象者分
賃借料 207,212,402 本部及び地方事務所賃借料、情報システム機器賃借料等
保険料 239,500
水道光熱費 1,885,716 電気代
租税課金 257,986 収入印紙代等
旅費交通費 2,436,398 出張旅費等
通信運搬費 3,504,721 電話料金、郵便料金等
消耗品費 2,900,485 事務所什器類（固定資産対象外）、事務用品等
技術利用料 54,734 ライセンス料
支払手数料 4,751,080 銀行振込手数料、法律顧問料、税務顧問料等
修繕費 16,621
業務委託料 133,285,706 機構システム更改に向けた支援業務、複合機保守費用、情報システム機器導入経費等
減価償却費 122,880,826
雑費 130,062 官報掲載料等
諸謝金 80,621 技術審査委員会謝金

6,355,502,721

　②収益明細表（令和４年度） （単位：円）

金　　　額

（経常収益）
1,059,285,370

　許可手数料収入 40,460,500 監理団体許可手数料
1,018,824,870 技能実習計画認定手数料
4,928,485,595 外国人技能実習機構交付金

329,581,578
事業外収入 1,098,104

雑収入 1,098,104 過年度支出に係る返還金、法人文書開示請求手数料

6,318,450,647

科　　　　　目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

合　　　　　　計

区　分
役員給
職員給
合　計

科　　　　　目

合　　　　　　計

　認定手数料収入
国庫補助金等収入

技能実習事業収入

資産見返補助金戻入
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   評議員会（評議員 15 人以内、労働者を代表する者及び事業主を代表する者（それぞ

れ同数）を含む。）について、令和 4年度第 1回評議員会を令和 4年 6月 20日に、第 2

回評議員会を令和 5年 2月 6日に開催した。 

 

３．資本金の状況（令和 5年 3月 31日現在） 

  政府出資金 ： 193,040 千円（前事業年度末からの増減なし） 

  民間出資金 ：    0  千円（前事業年度末からの増減なし） 

 

４．役員の定数、氏名、役職、任期及び経歴 

（１）定数 

   理事長 1人 

   理事   3人以内 

   監事   2人以内 

 

（２）役員名簿（令和 5年 3月 31日現在） 

氏名 役職 任期 経歴 

大谷 晃大 

 

理 事 長 

 

令和 5年 1月 25日～令和

7年 1月 24日 

元仙台高等検察庁検事

長 

村松 達也 

 

理 事 

 

令和 5年 2月 1日～令和 7

年 1月 31日 

元厚生労働省労働経済

特別研究官 

清水 洋樹 理 事 

 

令和 5年 2月 1日～令和 7

年 1月 31日 

※令和 5 年 3 月 31 日付で退職 

元札幌出入国在留管理

局長 

髙澤 滝夫 理 事 令和 4年 4月 1日～令和 6

年 3月 31日 

元経団連事業サービス 

研修グループ長 

杉澤 直樹 監 事 

 

令和 5年 1月 25日～令和

7年 1月 24日 

元東京海上日動火災保

険顧問 

石田 惠美 

 

監 事 

(非常勤) 

令和 5年 1月 25日～令和 7

年 1月 24日 

弁護士・公認会計士 

 

５．職員の定数（令和 5年 3月 31日現在） 

581人 

 

６．当該事業年度及び前事業年度までの事業の実施状況及び事業計画の実施結果 

（１）効果的・効率的に業務を運営するためにとるべき措置 

ア 効果的・効率的に業務を運営するための体制の確立 

（ア）令和４年４月より、本部組織を改編し、援助業務と指導業務を所管する指導援

助部を設置したほか、地方事務所及び支所（以下「地方事務所等」という。）につ
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いては、大規模の４事務所（東京、名古屋、大阪、広島）に援助課を設置、その

他９事務所・支所は認定課から指導課に援助担当職員を配置換し、援助業務につ

いて一元的な指揮命令の下に効率的かつ効果的に業務を推進することとした。 

 

（イ）本部の各部及び地方事務所等は、各種会議を通じて情報の共有を行うとともに、

本部・地方事務所等の間において業務連携や他部署応援等を行い、効率的な業務

運営に努めた。 

 

(ウ)申請、届出等の各種手続の情報を管理し、職員及び各部署相互の情報の共有・

活用の実現を可能とする情報システムの安定的な運用及びデータの正確性を確

保するとともに、現行システムについては令和５年３月に大幅に刷新し、セキュ

リティ面での強化を行いつつ、業務の更なる効率化を図った。 

   また、申請等の手続のオンライン化に係る要件定義案の策定を行った。 

 

イ 人材の育成及び確保による安定した業務運営体制の整備 

（ア）本部、地方事務所等の業務遂行のため、必要となる人員を確保するとともに、

契約職員の育成等に係る課題を解決し、安定した組織運営を実現するため、契約

職員に対する人事評価制度を導入し、発揮した能力や業績をきめ細かく的確に把

握・評価するとともに人材育成やパフォーマンス向上のツールとして活用を図っ

た。 

 

（イ）通算雇用期間が５年を超える契約職員が発生することを踏まえ、無期雇用契約

への転換に向けた環境整備を図るとともに、令和６年４月からのプロパー職員登

用制度の導入に向けて関係規程等を整備した。 

 

（ウ）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、一部、中央（本部）での集合研修

からオンライン研修に切り替えるなどの柔軟な対応により、現下の課題に沿った

研修を実施し、担当職員の専門性の確保及び業務能力の向上を図るとともに、新

規採用者に対してもeラーニング研修により当機構に係る横断的な知識等の付与

を行った。さらに、全職員対象に適正な業務運営及びコンプライアンスの推進を

目的とする研修や新たに管理職のマネジメント能力の向上を目的とするライン

ケア研修を実施し、業務を円滑に推進できる体制の構築を図った。 

 

ウ 適正かつ効率的な予算執行に向けた措置 

（ア）一般管理費及び業務経費について、不要な支出の削減を図るため、職員に対し、

研修等の機会を通じ、「コスト意識・ムダ排除」の意識を高めることにより、省資

源、省エネルギー等に努め、冗費の削減等の効率化を図った。 
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（イ）契約については、原則として一般競争入札によるものとしたほか、過去に実施

した入札・契約について、課題や契約の際に改善すべき点等を検討するため、契

約監視委員会を設置するなど等の措置により、予算執行の一層の適正化を推進し

た。 

 

（ウ）事業の実施費用や実績等について総務部門で情報集約を行い、適切な進捗管理

を行うことで、効果的な事業の実施が図られるよう改善を行った。 

 

（２）機構が質の高いサービスを提供するためにとるべき措置 

ア 共通事項 

（ア）業務の計画的遂行及び進捗管理並びに部門横断的対応 

業務の進捗状況を役員及び幹部職員が定期的に点検し、その結果を踏まえて業

務改善を図り、本部の各部及び地方事務所等が技能実習法に規定する技能実習の

適正な実施及び技能実習生の保護に係る業務を円滑かつ公平・中立的に進めた。 

また、監理団体、実習実施者及び送出機関における技能実習生を巡る違法な契

約が指摘されていることを踏まえ、技能実習計画の認定審査時等や既に国内にお

いて開始されている技能実習において、不適切な契約を確認した際には、情報を

入手した部門から各部門に情報を共有するとともに、監理団体等への実地検査を

実施し、その結果に基づき、送出国政府へ通報等を行い、調査や処分を求めるこ

とや技能実習生の保護を図るため、母国語相談又は技能実習継続のための支援等

を行った。 

 

   （イ）内部統制の推進体制の整備 

役職員倫理規程、公益通報規程等について研修等を通じて職員への周知を図っ

たほか、理事長をはじめとする役員や幹部が出席する内部統制委員会・コンプラ

イアンス推進委員会・リスク管理委員会で策定した計画に基づき、リスク管理の

取組を行った。 

 

   （ウ）効果的な情報提供及び広報の実施 

技能実習制度の円滑な定着を図るため、外部機関等からの講習会への講師派遣

依頼に対応するとともに、監理団体や実習実施者が制度を適切に活用するための

自主的な取組を促す必要があることから、関係情報を収集・整備し、これらの情

報を容易に入手できるよう、ＨＰをはじめ、様々なツールを活用して効果的に提

供した。 

また、機構における業務の内容、相談窓口の紹介、関連行事等の情報のほか、

主務省庁とのリンク情報、帰国後技能実習生フォローアップ調査や技能実習制度

に係る幅広い情報について、ＨＰ等を通じて積極的に広報を行った。 
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このほか、機構の業務運営に関し、業務統計に加え、新たに、監理団体から

提出された「事業報告書」及び実習実施者から提出された「実施状況報告書」

を、内容を精査しとりまとめた上で、令和２年度分については令和４年７月、

令和３年度分については令和５年３月に公表した。 

さらに、監理団体及び実習実施者に対して、技能実習の継続が困難等となった

場合の各種届出の提出を励行するよう周知するとともに、実習先変更支援、母国

語相談及び地方事務所等の窓口等の所在について周知した。 

 

（エ）情報セキュリティの確保及び個人情報保護の推進 

情報セキュリティ対策マニュアル、個人情報漏えい防止マニュアル及び個人情

報保護チェックリストを活用した職員研修等を通じて、情報セキュリティの確保

及び個人情報保護を推進した。 

 

イ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響に伴う対応 

     新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響に伴い、前年度に引き続き、下記

のとおりの支援等を行った。 

（ア）監理団体、実習実施者等への情報発信の強化 

技能実習が継続困難となった技能実習生について、監理団体等から相談があ

った場合には、雇用調整助成金の活用等による技能実習継続の検討を求めると

ともに、やむを得ず休業や解雇を行う場合であっても、技能実習生にも日本人

労働者と同様に労働関係法令が適用されることを説明した。また、機構ＨＰに

おいて、雇用調整助成金を活用し技能実習生の雇用維持に努めていただくよう

周知した。 

 

（イ）技能実習が継続困難となった技能実習生等に対する転籍等の支援及び情報発

信について 

技能実習の継続が困難となった技能実習生について、監理団体等から提出さ

れた技能実習実施困難時届出書や電話等による確認を通じて、転籍等の支援状

況や雇用保険の受給等の状況・要望を踏まえ、技能実習生の受入れが可能な監

理団体等との調整を行うとともに、出入国在留管理庁において講じている様々

な在留資格上の特例措置等の活用を促すこと等も含めて技能実習生に寄り添

うべく、必要な支援を行った。 

また、技能実習生に各種の支援が届くよう、ＳＮＳを活用し、やさしい日本

語及び母国語による情報発信を行った。 

 

（ウ）帰国が困難となっている元技能実習生等に対する相談・支援について 

技能実習生のみならず、技能実習期間終了後に帰国が困難となっている者等

についても引き続き相談業務の対象とし、状況等をより適切に把握し、必要な
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助言・支援を行った。また、必要に応じて適切な機関を案内する等の対応を実

施した。 

 

（エ）新型コロナウイルス感染症防止対策についての周知 

技能実習生向けに感染防止の注意事項をまとめたリーフレットをＨＰ等で

周知するとともに、実習実施者・監理団体及び技能実習生に対して感染防止対

策等を徹底するよう要請した。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行状況に応じた政府の水際対策に係る

措置の変更について、送出国政府等に対して関連する情報提供を行った。 

 

ウ 協力覚書（ＭＯＣ）に基づく送出国政府との連携 

ＭＯＣに基づく情報共有及び通報等を迅速かつ的確に実施した。 

また、ＭＯＣに基づく定期協議を実施（ベトナム、インド、インドネシア、カン

ボジア及びフィリピンの５か国）するとともに、日本側で許可した監理団体の情報

の提供、送出国政府から提供を受けた認定送出機関リストのＨＰでの公開、技能実

習制度の概要等を紹介する動画の周知依頼等を行った。 

さらに、優良な送出機関の事例を盛り込んだ「外国の送出機関を選ぶ際のポイ

ント」を作成し、機構ＨＰでの公開及び送出国政府への情報共有に向けた準備を行

った。 

 

エ 技能実習計画の認定に関する事項 

（ア）認定業務の厳正な実施 

①  適正な認定申請に向けた取組 

認定申請の手続及び必要書類についてＨＰに案内を掲載し、内容に変更が

あるものについては見直しを行ったほか、監理団体及び実習実施者に対する

申請手続についての相談等の機会を通じて、事前に周知・説明を行うととも

に、申請案件の受理を行う際に、必要な確認を行い、令和４年度においては、

295,215件の申請を受理し、246,246件の認定の措置を行った。 

②  適正かつ効率的な審査 

法令に基づく認定基準等の要件に照らして適当であるか否かについて事実

確認を厳正に行うとともに、これまで蓄積された審査の事例や実地検査結果

を踏まえた事案の的確な見極めに努め、審査の適正・効率化を図った。特に

技能実習生の権利保護に係る基準について重点的に審査を行った。 

また、提出された技能実習計画が法令等に照らして適正な内容であるか確

認を行い、内容に問題・疑義のあるものについては、必要な指導・調査を行

ったほか、主務省庁から過去に不正行為の認定を受けた監理団体又は実習実

施者が新たに技能実習を開始する場合は、必要に応じ指導担当部署とも連携

して調査を行い、事案によっては本部認定課にも確認を受けた上で措置を行
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う等の取組を行った。 

申請を受理してから長期間にわたり措置がなされていない案件について定

期的に本部に報告を行わせ業務の進捗状況を把握し必要な指導を行ったほか、

複数の地方事務所等を本部職員が訪問して、計画認定業務に係る業務指導を

行った。 

 

（イ）担当職員の専門性の確保・業務能力の向上 

新任職員に対する研修、介護職種関係の計画認定に係る研修や地方事務所等

に対する業務指導の機会を活用したほか、マニュアル等を整備するなどにより、

審査担当者の業務知識・業務能力の向上を図った。 

 

オ 実習実施者からの技能実習開始等に係る届出の受理に関する事項 

①実習実施者が技能実習を開始した場合（実習実施者届出）、②技能実習の計画

認定に軽微な変更があった場合（技能実習計画軽微変更届出）及び③技能実習を行

うことが困難となった場合（技能実習実施困難時届出）の届出を適切に受理し、必

要な確認を行った。 

また、技能実習生の行方不明事案や死亡事案を把握した場合、可能な限り優先的

に実地検査を実施した。速やかに実地検査を行うことが困難な場合には早期に賃金

台帳等客観的資料を入手し、これを精査し、可能な限り速やかに実地検査を行った。 

 

カ 監理団体からの申請・届出等に係る審査に関する事項 

（ア）適正な申請等に向けた取組 

監理団体の許可に係る申請書の記入方法等について、ＨＰ掲載の記載例を更新

した。 

また、許可基準に係る解説動画を作成してＨＰに掲載し、監理団体等が視聴で

きるようにするとともに、審査課職員に対する研修資料としても活用した。 

令和４年度の監理団体許可申請は、205 件を受け付け、184 件を進達した。監

理団体許可有効期間更新申請は 1,205 件を受け付け、1,103 件を進達した。事業

区分変更許可申請は 176件を受け付け、164件を進達した。 

 

（イ）適切な進行管理と審査 

定期的に未処理案件の状況及び審査方針を確認・共有し、組織的な管理の下 

に迅速かつ適正な処理を行った。変更届出及び更新申請では進捗管理簿を活用

した進行管理に努めているが、特に、更新申請では、許可期限を見据えた進

達・許可証発送を行う必要がある上、本年度は特定監理団体からの更新に加

え、一般監理団体からの更新が加わり大量の更新申請を審査したことから、各

担当者の処理状況を把握した申請案件の配分を行い、主務省庁とも連携するな

どして適切な進行管理を図った。 
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キ 監理団体及び実習実施者に対する指導監督 

   監理団体及び実習実施者に対して、技能実習法に定められた報告書の提出を求

めるとともに、全ての監理団体に対して年１回、実習実施者には３年に１回の頻度

で実施することを目標に実地検査を行った。 

（ア）令和５年度年間検査方針の策定等 

地方事務所等においては、本部から示された令和４年度年間検査方針等に基づ

き、年間検査計画及び月間検査計画を策定し、計画的かつ効率的な実地検査を実

施した。本部においては、全ての地方事務所等に対し業務監察を実施し、技能実

習制度を取り巻く全国的な課題を把握・整理した上で、令和５年度年間検査方針

を策定した。 

 

（イ）指導監督の実効性の確保 

実地検査に当たっては、技能実習法に基づき、実習実施者や監理団体の設備や

帳簿書類を検査し、技能実習の実施状況及び技能実習生の待遇の状況を把握する

とともに、通訳人や携帯型翻訳機器の活用等により、技能実習生から直接ヒアリ

ングを行い、実習状況等の確認を行った。 

実地検査で技能実習法違反が認められた事案やその他改善すべき事案につい

ては、改善勧告や改善指導を行った上で、改善報告書を提出させるなどにより是

正状況を確認した。関係行政機関との連携については、相互通報制度の運用のほ

か、必要に応じて合同検査を実施した。 

 

（ウ）担当職員の専門性の確保・業務能力の向上 

各種研修の実施及びマニュアル等の整備をすることなどにより、実地検査業務

の基礎となる知識の習得及び実務能力の向上を図った。 

 

ク 技能実習生の保護 

（ア）技能実習生からの通報・申告、母国語での相談対応等 

技能実習生が、実習実施者又は監理団体に法令違反があった場合の申告やその

他の幅広い各種相談をしやすいように母国語による相談窓口を設置し、令和３年

度から相談対応日を増やした。令和４年度においては、11,430件の母国語相談に

対応し、125件の申告を受理した。 

法令違反等の疑いがある事案については、指導担当部署と援助担当部署間で情

報共有や積極的な対応を行い、的確な実地検査につなげるとともに、ＨＰ、技能

実習生手帳及びリーフレット等を活用し、技能実習生等への母国語相談の周知を

行ったほか、令和４年度においては、地方公共団体等に756件訪問するとともに、

実地検査等の機会に技能実習生との面接等を1,019件実施した。 
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（イ）技能実習継続のための支援 

① 実習先変更支援 

実習実施者の経営上の都合や実習実施者の違法行為等により技能実習の継

続が困難となった技能実習生が実習先を変更して引き続き技能実習を行うこと

を希望する場合､他の実習実施者の下で技能実習を行えるように監理団体に対

して転籍に向けた調整を行うよう指導する等の支援を行った。 

また、地方事務所等における技能実習実施困難時届出書の受理時などにおい

て、技能実習生が技能実習の継続を希望する場合には、実習先変更支援の実施

について積極的に監理団体への指導を行った。必要がある場合には機構による

個別の実習先変更支援を実施し、令和４年度においては、51件の個別の実習先

変更支援を実施した。 

さらに、技能実習生の受入れ先となり得る監理団体の情報の受付、提供を行

うため、実習先変更支援サイトを運営し、当該サイト登録の励行周知を行った。

令和４年度においては、同サイトに264件のユーザーID登録があった。 

② 宿泊支援 

技能実習生が監理団体や実習実施者が用意した宿泊施設を活用できない特 

別な事情がある場合には、新たな宿泊施設が見つかるまでの間、宿泊施設を提供

し、保護を行った。 

 

（ウ）第３号技能実習への移行希望者への支援 

実習先変更支援サイトにおいて、第３号技能実習生の受入れに関する情報を技

能実習生に提供した。 

 

（エ）技能実習生手帳の改訂・配布及びアプリの活用 

主務省庁と連携し、技能実習関連法令や通報・申告及び相談窓口、その他日常

生活を送る上で技能実習生が知っておくべき知識等を記載した技能実習生手帳

の改訂を行った。令和４年度においては、同手帳をＨＰに掲載したほか、９言語、

約18万部（うち第６版増刷分が約６万部、第７版が約12万部）を作成し、技能実

習生が入国する際に地方出入国在留管理局を通じて配布した。また、令和３年度

から運用を開始した技能実習生手帳アプリについては、令和４年度も引き続き、

ＨＰに掲載したほか、地方事務所等が監理団体や関係機関等への訪問時などにリ

ーフレットを配布するなど幅広く周知を行うとともに送出国に所在する日本国

大使館に対し周知依頼を行った。 

 

（オ）担当職員の専門性の確保・業務能力の向上 

技能実習生からの相談等への対応、技能実習継続のための支援等を適切・的

確に実施できるよう各種研修を実施したほか、マニュアル等の整備を行った。 
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ケ 第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の拡大 

第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の追加を希望する業界団体等に対

し、業所管省庁の同意、海外の実習ニーズの存在及び技能実習評価試験の構築等の

職種・作業の追加に必要な要件を説明するとともに、職種・作業の追加に向けた具

体的な作業について、主務省庁、関係機関と連携して、指導・助言した。 

 

コ 技能検定等の受検のための手続の支援 

  技能実習生の技能検定等の受検について、受検手続支援サイトにおいて、監理

団体等から申請のあった受検者情報について在留期限や受検希望期間等申請情報

に不備がないか等の確認を行い、試験実施機関に取り次ぐことにより、技能実習

生が適切な時期に確実に技能検定等を受検できるようにした。 

  また、技能検定等の試験実施機関との連携に努めたほか、監理団体等に対し、

リーフレットの配布等、機会を捉えて試験実施機関への協力について案内した。 

 

サ 技能実習生の日本語学習のための環境整備 

技能実習生の入国前講習、入国後講習、実習期間中等の様々な機会に活用が可

能となるよう、繊維・衣服関係職種を対象とした日本語教育教材を作成した。ま

た、日本語教育アプリの対象職種に農業関係職種を追加した。 

当該日本語教育教材及びアプリ（日本語教育ツール）については、ＨＰに掲載

したほか、送出国政府及び在京大使館に対しても幅広く周知を行うとともに、厚

生労働省を通じて養成講習機関に対し周知依頼を行うなどした。 

 

シ 労働安全衛生に係る指導の実施 

技能実習生が安全で安心に技能実習ができるよう、労働災害により技能実習の実

施が困難となった事案等について、全数実地検査を実施したほか、機構で作成した

安全衛生マニュアルの内容に加えて、技能実習生との適切なコミュニケーション方

法について説明するセミナーを開催した。 

 

ス 技能実習に関する調査及び分析 

帰国した技能実習生等に対し、帰国後の就職状況、職位の変化、日本で修得等

した技能等の活用状況等の調査を行い、公表した。 

また、監理団体から提出された「事業報告書」及び実習実施者から提出された

「実施状況報告書」については、内容を精査し取りまとめ、令和２年度分について

は令和４年７月、令和３年度分については令和５年３月に公表した。（再掲） 

 

セ 地域協議会等を通じた関係機関との連携 

本部において、各種事業協議会への出席等を通じ、主務省庁及び関係行政機関等

との密接な連携を図った。 
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また、地方事務所等において、地域協議会への出席等を通じて出入国在留管理機

関、労働基準監督機関、職業安定機関をはじめとした国の第一線機関や地方公共団

体等と技能実習制度の適正化に向けた密接な連携を図った。 

 

７．機構が対処すべき課題 

  技能実習生が安心して技能実習を行うことができるよう、技能実習計画の認定審査や監

理団体・実習実施者に対する指導監督、技能実習生への援助等を行ってきたところである

が、現下において、機構が対処すべき課題として、以下の２点が挙げられる。 

  まず、技能実習制度の適正化の推進である。技能実習法施行から５年が経過したが、い

まだに労働関係法令違反をはじめ、技能実習法違反で指導される実習実施者や監理団体が

存在する。このため、検査の件数のみならず、ＯＪＴの実施及びマニュアルの整備等によ

り、地方事務所等における指導能力の向上を図り、質の面での実効性も高め、的確かつ厳

格な指導を行えるよう取り組む。 

  また、技能実習生からの相談・申告対応、実習先変更支援に向けた監理団体への助言・

指導、個別の実習先変更支援及び宿泊支援、技能実習実施困難時届出書から把握した内容

を端緒として事実関係の調査を行う等全ての地方事務所等において、援助業務のより一層

の推進に向けて能動的かつ積極的に取り組む。 

  これらの課題に効果的に対応し、安定した組織運営を実現するため、プロパー職員制度

の導入等、人事制度の見直しを進める。 

 
８．当該年度における短期借入金の状況 
  該当なし 
 
９．当該年度における国庫補助金等の状況 

（単位：千円） 

区 分 予算額 

（A） 

決算額 

（B） 

差 額 

（A）-(B) 

備 考 

収入 

 積立金より受入 

手数料収入 

 国庫補助金等収入 

 その他収入 

計 

 

 213,469 

494,782 

6,195,002 

－ 

6,903,253 

 

0 

1,059,285 

6,195,002 

1,098 

7,255,385 

 

213,469 

△564,503 

0 

△1,098 

△352,132 

 

 

 

外国人技能実習機構交付金 

支出 

 事業諸費 

 一般管理費 

 予備費 

計 

 

4,999,116 

1,886,147 

17,990 

6,903,253 

 

4,918,991 

1,855,373 

0 

6,774,364 

 

80,125 

30,774 

17,990 

128,889 

 

 




